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１．計画策定の目的 

 河川区域内におけるプレジャーボート等の船舶の係留について、河川法第 24 条、第

26 条の規定に基づく河川管理者の許可が必要であり、無許可で係留している船舶は不

法係留となる。 

 船舶の不法係留は、周辺地域の生活環境及び景観や水環境に悪影響を及ぼすと共に、

津波の河川遡上や洪水により「橋梁や護岸への衝突被害」、「河道閉塞等の流下阻害」、

「燃料の発火による火災」、「交通遮断等の二次被害」などが想定され、防災上の観点

においても容認できない行為である。 

 堀川水系においては、平成 24 年以降「重点係留禁止区域」の設定等の規制強化と啓

発活動の実施により一定の効果が認められているが、依然として多くの不法係留船（以

下、放置艇）が存在している状況であることから、これまでの取組みを検証し、放置

艇解消のための実施計画を策定するものである。 

 

２．これまでの取り組みと検証 

2-1.これまでの取り組み 

� 平成 22 年のプレジャーボート全国実態調査を受け、堀川の放置艇対策に着手。 

� 平成 24 年 2 月に大社地域協議会等から、出雲県土整備事務所長宛に要望書が提出。 

� 平成 24 年 5 月に「堀川プレジャーボート対策協議会」を立ち上げ、地元や関係機関

と共有しながら対策を開始。 

  ＜規制強化＞ 

・河川パトロールの強化（平成 23 年 9 月～） 

・船舶所有者に移動通知文を発出（平成 24 年 3 月、平成 26 年 3 月） 

・重点係留禁止区域の告示（平成 24 年 7 月） 

・重点係留禁止区域の係留者を中心に訪問指導（平成 24 年 5 月～） 

・重点係留禁止区域内係留者に指示書送付（平成 25 年 6 月） 

・簡易代執行の実施（平成 23 年 4 月より 6 回実施） 

＜啓発活動＞ 

・重点係留禁止区域の周知（県報告示平成 24 年 8 月～） 

・地元への広報活動（大社堀川だより、広報いずも、ご縁ネット放送等） 

・看板設置（大型看板 2 基、小型移動式看板 15 基） 

・船舶所有者への説明会開催（第 1 回平成 24 年 8 月、第 2 回平成 24 年 9 月） 

・船舶所有者への意向確認調査（平成 24 年 7 月、9 月） 

＜係留施設の確保＞ 

・民間保管施設調査（平成 24 年 11 月～） 

・大社漁協、宇竜漁港漁業者との意見交換（平成 24 年 9、10 月） 

・鵜峠漁港、鷺浦漁港現地確認（平成 24 年 10 月） 

・公共保管施設整備の検討（平成 24 年 7 月～平成 25 年 3 月） 

・漁港管理者、民間保管施設事業者との協議（平成 28 年） 
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３）放置艇の所有者（平成 29 年 12 月末現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-3.啓発活動の検証 

 平成２４年７月の重点係留禁止区域の告示以降、各種広報（大社堀川だより発行、

広報いずも掲載、ご縁ネット放送、県報掲載等）による周知を行っているが、悪影響

に対する具体的なイメージが伝わっていないためか、平成２６年以降は目立った効果

が出ていない。 

 

2-4.係留施設確保の検証 

●係留・保管施設の整備検討 

・ 平成２５年度～２６年度に「暫定係留施設」、「係留保管施設」の検討を行っている

が、公的資金による施設整備については、対外的にも理解が得られないため検討外

としている。 

・ 新規の民間投資による施設整備については期待できない状況である。 

 

●民間保管施設事業者の意見（H28） 

・ 法律を守る所有者は既に施設を利用している。仮に施設拡張を行っても不法係留し

ている所有者が施設を利用するか疑問であり、先行投資はしない。 

 

●漁業協同組合ＪＦしまね大社支所の意見（H28） 

・ 大社漁港内で係留可能な箇所はない。 

・ プレジャーボートは軽量のため、転覆、破損の恐れが高い。 

・ プレジャーボート所有者は、使用回数が少なく日常の管理をしない。特に、悪天候

時にきちんと管理できないうえ、事故、損傷等が生じた場合の対応もできないため、

漁港の安全管理上問題がある。 

  

46

74

29

17

4

0

20

40

60

80

100

旧大社町 旧出雲市 旧出雲市外 その他県内 県外

（隻）

地域におけるモラルの向上及び 

地域防災・生活環境に関する合意形成が必要 

放置艇全数（170 隻）のうち

大半（70％）が地元所有 



 

4 

 

３．当面の実施計画（平成 30 年度～平成 32 年度） 

 平成２９年度に実施計画を策定し、平成３０年度より今後３年間は以下の取り組み

を実施し、その効果を検証する。 

 

◆放置艇対策実施計画策定（H29） 

◆当面の実施計画（平成 30 年度～平成 32 年度） 

＜規制強化＞（法に基づく取り組み） 

� 管内全体の不法占有物に対する警告（H29～） 

� 新たな知見に基づく被害想定（洪水、津波）結果の公表（H30） 

� 地域防災を重視した重点係留禁止区域の見直し・告示（H30） 

� 行政代執行の検討着手（H30～） 

 ①先進地視察、②代執行船舶保管先の検討 等々 

＜啓発活動＞（地元住民、船舶所有者に対する取り組み） 

� 洪水・津波による被害想定の周知（H30） 

� 船舶所有者への規制強化等取り組みの周知と今後の意向確認（H30） 

� 地元関係者や出雲市と連携し堀川美化活動を地域全体の取り組みへ拡大（H30～H32）

＜係留施設の確保＞ 

� 民間保管施設事業者との情報共有（H30～H32） 

� 漁港・港湾関係者との可能性協議（継続） 

 

放置艇対策の流れ 
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４．当面の対策スケジュール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

５．実施分担 

 

  

地元 出雲市
出雲県土

整備事務所

※県庁

三水域関係課

＜規制強化＞

不法占用物への警告 ● ● ●

被害想定検討 ●

重点係留禁止区域見直し・告示 ● ● ●

行政代執行検討 ● ● ●

＜啓発活動＞

被害想定の周知 ● ● ●

所有者への規制強化等の周知 ● ●

所有者意向確認 ● ●

堀川美化活動の拡大 ●

＜係留施設確保＞

民間事業者との情報共有 ● ●

漁港・港湾関係者との可能性協議 ● ● ●

● 実施担当
実施計画項目

※河川課、港湾空港課、水産課、漁港漁場整備課

実施計画策定

幹事会開催 ● ●

対策協議会開催 ◆ ◇ ◇ ◇ ◇ ◇

＜規制強化＞

不法占用物への警告

被害想定検討

重点係留禁止区域見直し・告示 ●告示

行政代執行検討

＜啓発活動＞

被害想定の周知

所有者への規制強化等の周知

所有者意向確認

堀川美化活動の拡大

＜係留施設確保＞

民間事業者との情報共有

漁港・港湾関係者との可能性協議

宇迦橋架替工事

堀川放置艇（プレジャーボート）対策実施計画スケジュール（案）

実施計画項目
　      7　 　 10      1 　      7　 　 10      1 　      7　 　 10      1 　      7　 　 10      1

平成２９年度 平成３０年度 平成３１年度 平成３２年度

仮橋着手地元説明

(原案) (案)

(公開) (公開)(公開) (公開) (公開)
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参考－1 

 

１．H24.2 大社地域協議会要望書（写し） 

  



 

参考－2 

 

２．国の動向 

2-1.推進計画 

平成 25 年に国土交通省より「プレジャーボートの適正管理及び利用環境改善のため

の総合的対策に関する推進計画」が示されている。 

■推進計画の概要 

・ 東日本大震災を教訓として、今後想定される南海トラフ巨大地震等の津波による

背後住居への二次被害が懸念。 

・ 港湾、河川、漁港の三水域が取り組んできたそれぞれの放置艇対策を更に実効的

に推進することが必要。 

・ 国土交通省と水産庁は、港湾・河川・漁港等の管理者、マリン関係団体、プレジ

ャーボート利用者等が連携して取り組むべき施策を総合的にとりまとめ、各々の

関係者が着実に実践することを目的に推進計画を策定。 

・ 本推進計画は、１０年間（Ｈ２５～Ｈ３４）で放置艇の解消を目標。 

■推進計画の策定の意義 

・ 放置艇の解消に向けた国の方針を自治体に示すことにより、地域で取り組む施策

の優先順位を上げるなど、三水域（港湾、河川、漁港）管理者や関係者が放置艇

対策に取り組みやすい環境を整備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

2-2.国が示すロードマップ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

方針①

係留・保管能力の
向上と規制措置を
両輪とした
対策の推進

方針②

地域の連携による
計画的な
対策の推進

方針③

先進的な取り組み
の水平展開による
対策の推進

方針④

民間活用による
対策の推進

プレジャーボートの総合的対策を推進するための４つの基本方針



 

参考－3 

 

2-3.H26.4 河川法施行令の改正（放置艇対策の強化） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

� 海岸法、港湾法、漁港漁場整備法には既に船舶等の放置を禁止する規定及び罰

則規定が設けられており、河川区域では他の公共用水域に比べて法制度面にお

ける対応の遅れが生じていたことから、河川関連法令において船舶等の放置を

禁止する規定及び罰則規定を設ける必要があった。 

� Ｈ７及びＨ９の河川法改正で簡易代執行制度等を創設・拡充。Ｈ１０も河川局

長通達発出により河川管理者が重点撤去区域を設定、計画的な撤去を推進。Ｈ

１１年の海岸法改正により、海岸保全区域における船舶等の放置を禁止する規

定及び罰則規定を整備。Ｈ１２年港湾法改正及び漁港漁場整備法改正により、

港湾区域及び漁港区域のうち水域管理者が指定した放置等禁止区域における船

舶等の放置を禁止する規定及び罰則規定を整備。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

参考－4 

 

３．他県の事例（行政代執行実施事例） 

 

場所/対象河川 神奈川県藤沢市／二級河川境川 

実施者 神奈川県藤沢土木事務所 

経緯 境川における主な対策の経緯 

 平成 15 年 4 月 暫定係留区域及び重点的撤去区域の指定 

 平成 15 年 6 月 暫定係留開始（平成 25 年 3 月 31 日で終了） 

 平成 16 年 3 月 行政代執行実施（8 隻） 

 平成 17 年 3 月 行政代執行実施（3 隻） 

 平成 19 年 3 月 行政代執行実施（2 隻） 

 平成 23 年 3 月 行政代執行実施（2 隻） 

 平成 25 年 3 月 行政代執行実施（2 隻） 

 平成 25 年 4 月 新たな重点的撤去区域の指定 

         （旧暫定係留区域を重点的撤去区域に指定） 

 平成 25 年 10 月、11 月 行政代執行実施（4 隻） 

 平成 26 年 11 月 行政代執行実施（3 隻） 

 平成 27 年 2 月、3 月 行政代執行実施（2 隻） 

 平成 27 年 6 月 2 隻を対象に行政代執行を予定したが、 

全隻が自主的に移動した。 

 平成 28 年 2 月、3 月 行政代執行実施（1 隻） 

 

場所/対象河川 神奈川県横須賀市／二級河川平作川 

実施者 神奈川県横須賀土木事務所 

経緯 平成 20 年度 

 平作川における不法係留船解消のため、具体的な対策に着手 

平成 20 年度から平成 28 年度 

 行政代執行９隻、所有者が不明な船舶に対する河川法に基づく

簡易代執行 53 隻、及び廃棄物と認められる沈廃船の撤去 40 隻を

実施し、合計 102 隻を強制撤去 

 

平成 29 年 10 月 行政代執行８隻実施 

 平成 20 年度から平成 29 年 10 月までに行政代執行 17 隻、簡易

代執行 53 隻及び沈廃船の撤去 40 隻を実施し、合計 110 隻を強制

撤去 

平成 29 年 12 月～平成 30 年 2 月 行政代執行実施予定（15 隻） 

 

 

 

 



 

参考－5 

 

場所/対象河川 神奈川県横浜市／二級河川掘割川 

実施者 神奈川県横浜川崎治水事務所 

経緯 平成 13 年３月 

 大岡川水系の二級河川（日野川を除く。）の全区間を、重点的にプ

レジャーボートを撤去する必要があると認められる「重点的撤去区

域」に指定 

 

平成 13 年度から平成 24 年度 

 所有者が不明な船舶に対する河川法に基づく簡易代執行 114 隻、

所有者が判明している船舶に対する行政代執行５隻及び廃棄物と認

められる沈廃船の撤去９隻を実施し、合計 128 隻を強制撤去 

平成 25 年度 6 隻を行政代執行により撤去 

平成 26 年度 3 隻を行政代執行により撤去 

平成 27 年度 5 隻を行政代執行、2 隻を簡易代執行により撤去 

平成 28 年度 15 隻を行政代執行により撤去 

平成 29 年度 3 隻を行政代執行、6 隻を簡易代執行により撤去 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



 

参考－6 

 

４．代執行手続きの流れ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

放置艇所有者調査 

所有者が分かる場合 

事前準備 
（情報収集、法令解釈、撤去業者選定、現地調査、

警察等関係者と事前打ち合わせ等） 

弁明の機会の付与 
（行政手続法第 13 条 1 項 2 号） 

監督処分（河川法第 75 条 1 項） 

不利益処分理由書（行政手続法第14条1項）

行政代執行法による戒告（代執行法3条1項）

代執行令書の通知（代執行法 3 条 2 項）

代執行実施（代執行法 2 条） 

所有者が不明な場合 

事前準備 
（撤去業者選定、現地調査等） 

公告（河川法第 75 条 3 項） 

簡易代執行実施（河川法第 75 条 3 項）

回収物の保管（河川法第 75 条 4 項） 

保管の公示（河川法第 75 条 5 項） 

回収物の保管（河川法第 75 条 4 項） 

保管の公示（河川法第 75 条 5 項） 

引取・処分・資金回収等 

処分・資金回収等 

最
短
約
５
ケ
月 

１カ月程度の履行期間 

１カ月程度の履行期間 

１カ月程度の履行期間 

１カ月程度の履行期間 

約
１
ケ
月

※履行期間は事例による最短の目安

是正指示書公布（河川法第 77 条 1 項）

１カ月程度の履行期間 



 

 

 

 


